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　第 5 節　国内型キャップ・アンド・トレード制度に向けての検討会での議論
第 3 章　EU 法及びドイツ温室効果ガス排出権取引法に具体化されたキャッ
　　　　プ・アンド・トレード方式の全体と特徴
　第 1 節　EU 域内における温室効果ガス排出枠取引スキーム
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　　第 2 款　EU-ETS のキャップ・アンド・トレード制度としての特徴
　第 2 節　ドイツにおける国内法化
　　第 1 款　関連法令
　　第 2 款　TEHG の仕組み
　　第 3 款　TEHG のキャップ・アンド・トレード制度としての特徴
第 4 章　排出枠の法的性質を巡る議論　ドイツ法からの示唆

















　　第 1 款　EU-ETS 第 1 次フェーズにおける事後調整措置をめぐる議論
　　第 2 款　日本法への示唆
むすびに代えて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上本号）















































Zeitschrift für Verwaltungsrecht: NVwZ）に連続して収録されたコーベ
ス（StefanKobes） の論文
（124）





じめ大気中に排出することを許容された限度の排出枠（TEHG 第 3 条第 3
項）を国家が施設に割当て、毎年、実際の排出に合致した排出枠を償却する
ために、排出枠を管轄庁に提出する義務を課し（TEHG 第 7 条第 1 項）、こ
の提出義務を履行しない場合には、施設の保有者に対しては、二酸化炭素炭
素換算トンあたり200ユーロの支払い義務という制裁が科されるところにあ
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もっとも、TEHG においては、排出許可（TEHG 第 4 条第 1 項）と所轄官
庁に提出・償却すべき排出枠（TEHG 第 7 条第 1 項）は、条文上明確に区
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下でも、温室効果ガスを排出の許容を求める公権ということが観念されうる
からである。もっとも留意が必要なのは、TEHG は、第 4 条にいう排出許
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　 1 　温対法における「算定割当量」の法的性質との比較


























る第 3 条第 9 項において、排出枠（アラウワンス）を、「特定期間に 1 二酸
化炭素換算トンを排出する割当量」としているので、排出枠を単なる数値と
考える立場は、EU-ETS 指令には親和性がありうるが、そもそも EU は排
出枠の法的性質を各構成国に委ね、ドイツは国内法において排出枠に権限





















































ークションによって競売されるか（TEHG 第 8 条）、割当決定によってなさ











政事件訴訟法第 9 条の原告適格の問題であり、 公権かどうかに拘泥する必要

















































































































































































転を含みうるとの理解から、1274条 1 項 1 文は、「権利質の設定は権利の譲

































































































































（ 1 ）EU-ETS の第 1 次フェーズでは、排出枠は、95％について無償で割
当てられることとなっており（EU-ETS 指令第10条第 1 文）、無償割当方法
の詳細なルールについては、各構成国が定め、欧州委員会にあらかじめ通知
し、その内容について、欧州委員会が、同指令第23条にて定める委員会によ





第 9 条第 3 項）。
　第 1 次フェーズのドイツは、割当ルールにつき、様々な事後調整措置の規
定を含む複雑な割当ルールを策定していたが（ドイツの国別割当計画の詳細



























還させるという規定を設けた（ZuG 2007 第 8 条第 4 項、同第11条第 5 項、
















7 条第 9 項）。これは、老朽施設を閉鎖すると排出枠の返還義務が生じるた
め、既に交付を受けた排出枠のためだけに引き続き操業をするというインセ





















撤回し、排出枠の返還義務を科するとした規定がある（ZuG 第14条第 5 項）。
　これらの事後調整措置のうち、欧州委員会は、設備の閉鎖のときに事後調
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いては、ドイツが勝訴している。EU-ETS 指令及び附属書Ⅲに定めるクラ
























ては、ZuG2007第 6 条第 3 項は、リザーブを放出する場合には、国家に購入
義務を課しているから、新規参入者の投資決定は不確実とはならず、事後調
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　判断が分かれうると考えられるのは、 2 つめのパターンである設備の閉鎖
の場合の事後調整である。欧州委員会も、設備の閉鎖の場合の事後調整は認





























1 号、第 2 号及び第 3 号）一度定められた削減義務期間が短縮され、削減義
務量もそれに応じた量に変更されるというものである。これは施設の閉鎖の
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